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1.関係人口とシェアリングの可能性
2.推進における課題と対応策
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1.関係人口におけるシェアの可能性
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１．多拠点居住のシェアサービスから生まれる

分散型の共同体的コミュニティ
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国内デュアルライフ意向者

：1100万人（現在）*1

国内マルチハビテーション市場

：37.5兆円（2030年）*2

*1 リクルート トレンド予測2019より

*2 日経クロストレンド 『消費トレンド総覧 2030』（D4DR著）より
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三大都市圏に住む20代の4人に1人が地方移住に関心
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観光客 → 一時的市民

「観光の終焉」を宣言したコペンハーゲン
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短期的な観光ではなく、

定期的または中長期的に滞在する関係人口を増加させる。

少子高齢化の人口減少時代において、移住ではなく

都市部と地方が人口をシェアリングすることを可能にする。

そんな多拠点居住のサービスを月額4万円で提供。

メンバーは、豊かな自然環境の中で

その土地に暮らすような生活と人の交流を、

オーナーは、安定した家賃収入を手にすることができます。

ADDressとは？
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家具・家電・アメニティ・光熱費込み
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地域住民が「家守」（管理者）として地域のハブ役に



住まい

（ハード）

コミュニティ

（ソフト）
テクノロジー× ×
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１Fスペースを公共的な地域の空間に
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多世代・地域交流のできるスペースへ

カギの管理は隣接する写真館の主人、レコードの管理や整理は

レコードバーのオーナー。家守は油津応援団のスタッフ。



労働生産性 → オーガニックな生産性
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まちやど：まち全体を一つの宿として捉える
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多拠点居住によって、「地方」のあり方は変わる。
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観光 帰属→
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「帰属」による地方活発化を実現させる。

ADDressのミッション



関係人口

これまで これから

観光人口

仲間/メイトお客様

コミュニティ観光資源

評価対象

関係

価値

「帰属」による地方活発化を実現させる。

ADDressのミッション
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各地方が観光客集めに

奮闘するのではなく、

日本中に帰属できるコミュニティを

一緒につくっていく。
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#全国創生
多拠点居住から、全国活性化を。

地方が競うのでなく、都市と地方が協力しながら

日本全国にコミュニティを築いていく、次世代の地方創生。

29



2．多拠点居住と交通機関の連携
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都市 地方

多拠点居住プラットフォーム

モビリティプラットフォーム

全国創生プラットフォーム構想

多拠点ライフプラットフォームADDressと

提携する移動プラットフォームを核に、

日本全国にコミュニティを築いていくMaas経済圏の実現を目指す。

住まい ×移動の定額化
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全 国 の 鉄 道 移 動

モ ビ リ テ ィ パ ー ト ナ ー

全 国 の 航 空 移 動 拠 点 間 の 車 移 動

住 ま い × 移 動 の 定 額 化 へ
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【サービス実証実験概要】

ADDress会員の通常月額契約+2-3万円/月額

全国の指定路線/便限定で2往復分提供

（対象人数・路線/便・期間は検討中）

※あくまで手配時点の既存航空運賃・種別を利用し、差分を負担する為、

既存の航空運賃適用ルールに則ります。
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地方への「帰属」そして生活の「回遊」を促進することで

全国各地の関係人口を加速させていく。
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2. 推進における課題と対応策
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シェアリング運用上の課題
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シェアリングエコノミーを推進していく上では以下のような課題を整理し

環境を整備していく必要がある

1. 信頼関係の構築と安全性の確保

2. 企業と地域をつなぐ中間支援組織の必要性

3. シェアリング文化・価値観の醸成
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米国や英国・ドイツなどの諸外国と比較して、

シェアリングエコノミーの認知度や利用率が総じて低い。
日本の現状

背景・理由
「事故やトラブル時の対応に不安があるから」という

意見・考えが浸透（40～50％）している。

「行政による規制やルールの整備・強化が必要である」

と回答した人が半数を超えている。

※『平成28年版情報通信白書』、PwC「国内シェアリングエコノミーに関する意識調査 2017」の調査結果を参照

課題
サービスを実装していく上で、安全性・信頼性の確保や

認知度を向上させなければならない。

1. 信頼関係の構築と安全性の確保
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消費者の意識（平成28年版情報通信白書より引用）
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消費者の意識（ PwC「国内シェアリングエコノミーに関する意識調査 2017」より引用）
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取組み：シェアリングエコノミー認証制度

シェアリングエコノミー認証制度は、

シェアサービスの安全性・信頼性を評価し

公表することで、利用者の効率的・合理的な

シェアサービスの選択を促す制度。

政府の公表したガイドラインに基づき策定した

自主ルールに従い、シェアリングエコノミー協会が

第三者として認証しています。

安心・安全なシェアサービスを提供する事業者の

認知向上とそれによるシェアサービス利用者の拡大を

目的としています。

シェアリングエコノミー認証マーク
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取組み：事故発生時の補償などの保険サービス

● 大手保険会社各社が、シェアリングサービスに特化した保険を開発・提供
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2. 企業と地域をつなぐ中間支援組織の必要性
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● 高齢者などICTを使えない利用者（デジタルデバイド）に対する地域のサポート役が必要

● 地域で資産をもつ提供者を発掘し提供者になるまでのサポートが必要

地域の貸し手や提供者を
地域で発掘、育成する担い手が必要

地域の借り手や利用者に
知ってもらう・体験してもらうサポートが必要

地域
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2. 企業と地域をつなぐ中間支援組織の必要性
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● 佐賀県多久市では地域の提供者（ワーカー）を半年間育成プログラムを実施

● 徳島県徳島市では民泊のホストを募集・説明会・当日までのサポートを実施
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3. シェアリング文化・価値観の醸成
（信頼に対する価値観をシフトし新たに構築する必要性）
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● お互いさま・ささえあい文化をどう醸成することができるか

● シェアリング文化を広げていくには”信頼”に対する価値観をアップデートする必要がある


